東郷町地球温暖化対策設備導入促進費補助金交付要綱
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第１章　総則

（趣旨）

第１条　この要綱は、東郷町補助金等交付規則（昭和５６年東郷町規則第２号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、地球温暖化対策設備の設置者に対して予算の範囲内において補助金の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この要綱において「地球温暖化対策設備」とは、別表第１に掲げる設備で、未使用のものをいう。

（目的）

第３条　この補助金は、地球温暖化対策設備の設置者に対して、設置及び購入に要する費用の一部を補助することにより、エネルギーの地産地消に対する意識の高揚を図るとともに、温室効果ガスの排出を抑制することで地球温暖化防止の促進を図ることを目的とする。

（申請者）

第４条　この補助金の交付を申請できる者は、交付申請時において次に掲げる要件のいずれにも該当する個人とする。ただし、補助金の予約申請時において、第１号についてはこの限りではない。

⑴　住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）により本町の住民基本台帳に記録されていること。
⑵　町税等を滞納していないこと。
⑶　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。
（補助金の交付申請の制限）

第５条　補助金の交付を受けた者又はその者が属する世帯の者は、別表第１に掲げる区分のうち、同一区分に係る補助金については、再度補助金の交付申請をすることができない。

第２章　地球温暖化対策設備に関する補助

第１節　住宅用太陽光発電システム

（補助対象者）

第６条　住宅用太陽光発電システム（以下この節において「太陽光システム」という。）の補助対象者は、第４条各号のいずれにも該当する者で、かつ、次の各号のいずれかに該当する者とする。

⑴　自ら購入した太陽光システム、家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）及び定置用リチウムイオン蓄電システムを自ら居住する町内の住宅又はその住宅に附属する建物（居住の用に供するものに限る。以下「自ら居住する住宅等」という。）に同時に設置し、かつ、当該対象システムで発電した電力を自ら使用する目的で電気事業者と系統連系している個人
⑵　自ら居住する住宅等を町内に新築するのに合わせて太陽光システムを設置する個人で、家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）及び定置用リチウムイオン蓄電システムを同時に設置する者
（補助対象経費）

第７条　太陽光システムの補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、当該システムの設置に要する費用であって、別表第２に掲げる費用とする。

（補助金の額）

第８条　太陽光システムの補助金の額は、補助対象経費とし、１４万円を限度とする。

（予約の申請等）

第９条　太陽光システムの補助金の交付を受けようとする者は、当該システムに係る設置工事を着手する前に、あらかじめ補助金の予約をすることができる。

２　補助金の予約の申請は、補助金交付予約申請書（様式第１。以下「予約申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。

⑴　経費の内訳が明記されている工事請負契約書又は売買契約書の写し
⑵　当該システムの規格等がわかる書類（メーカーカタログのコピー等）
⑶　その他町長が必要と認める書類
（交付予約の決定及び通知）

第１０条　町長は、前条の規定により予約申請書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、必要があると認めたときは現地調査等を実施し、適当と認められるときは、補助金の交付の予約を決定する。ただし、補助金交付予約の額が予算額に達すると判断した場合は、予約申請の受付を停止する。

２　町長は、前項の規定により交付の予約を決定したときは、交付の予約の決定を受けた者（以下「交付予約者」という。）に対して、予約番号を付して補助金交付予約承認通知書（様式第２）を、交付予約者とならなかった者に対しては補助金交付予約非承認通知書（様式第３）をそれぞれ通知することとする。

３　交付予約者が、補助金の交付申請及び補助事業の実績報告を期限内に提出しなかったときは、補助金を受ける権利は自動的に失効する。

（計画変更の承認）

第１１条　前条第２項の規定により通知を受けた交付予約者は、補助金交付の予約内容を変更する場合は、速やかに補助金計画変更等承認申請書（様式第４）を町長に提出し承認を受けなければならない。この場合において、補助金交付申請予定額を増額する変更は認めないものとする。

２　太陽光システムの設置を中止する場合は、予約申請取下げ申出書（様式第５）により町長に申し出なければならない。

（交付申請及び実績報告）

第１２条　規則第３条に規定する補助金の交付申請及び規則第１０条に規定する補助事業の実績報告は同時に行うことができるものとし、対象システムの設置完了日から２月を経過した日又は補助対象年度の３月１５日のいずれか早い日までに、補助金交付申請書兼実績報告書（様式第６）に次に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。ただし、補助金の交付予約者については第５号及び第６号に掲げる書類の提出を省略することができる。

⑴　補助対象経費に係る領収書の写し。ただし、分割払いにより対象システムを購入した場合は、分割払いに係る契約書の写し
⑵　対象システムにより発電した電気を電気事業者へ受給開始した日がわかる書類の写し
⑶　太陽電池モジュールの販売者又は施工業者が発行した太陽電池モジュールの配置図又はその写し（太陽電池モジュールの最大出力の合計が確認できるもの）
⑷　対象システムを設置した住宅等の全景カラー写真及び太陽電池モジュール設置箇所のカラー写真（太陽電池モジュールの設置場所及び設置状態が確認できるもの）
⑸　経費の内訳が明記されている工事請負契約書又は売買契約書の写し
⑹　対象システムの規格等が分かる書類
⑺　その他町長が必要と認める書類
（交付決定及び額の確定）

第１３条　規則第６条に規定する交付決定の通知及び規則第１１条に規定する額の確定の通知は、補助金交付決定及び額の確定通知書（様式第７）により申請者に通知するものとする。

（補助金の請求及び交付）

第１４条　前条の規定により交付決定を受けた申請者は、直ちに補助金交付請求書（様式第８）により補助金の請求をしなければならない。

２　町長は、前項の請求があったときは、速やかに補助金を交付するものとする。

第２節　家庭用燃料電池システム

（準用）

第１５条　家庭用燃料電池システム（以下この節において「燃料電池システム」という。）の補助金の予約に関する手続については、第９条から第１１条までの規定を準用する。この場合において、「太陽光システム」とあるのは「燃料電池システム」と読み替えるものとする。

２　燃料電池システムの補助金の請求及び交付に関する手続の場合においては、前条の規定を準用する。この場合において、「前条」とあるのは「第２０条」と読み替えるものとする。
（補助対象者）

第１６条　燃料電池システムの補助対象者は、第４条各号のいずれにも該当する者で、かつ、次の各号のいずれかに該当する者とする。

⑴　自ら購入した燃料電池システムを自ら居住する住宅等に設置する個人
⑵　自ら居住するため町内に燃料電池システム付き住宅を購入した個人
（補助対象経費）

第１７条　燃料電池システムの補助対象経費は、当該システムの設置に要する費用であって、別表第２に掲げる費用とする。

（補助金の額等）

第１８条　燃料電池システムの補助金の額は、補助対象経費とし、５万円を上限とする。
２　燃料電池システムの補助金の交付は、補助対象者１世帯につき１基を限度とする。

（交付申請及び実績報告）

第１９条　規則第３条に規定する補助金の交付申請及び規則第１０条に規定する補助事業の実績報告は同時に行うことができるものとし、対象システムの設置完了日から２月を経過した日又は補助対象年度の３月１５日のいずれか早い日までに、補助金交付申請書兼実績報告書（様式第９）に次に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。ただし、補助金の交付予約者については第４号及び第５号に掲げる書類の提出を省略することができる。
⑴　補助対象経費に係る領収書の写し。ただし、分割払いにより対象システムを購入した場合は、分割払いに係る契約書の写し
⑵　対象システムの保証書の写し
⑶　次のアからウまでに掲げるカラー写真
ア　対象システム本体の写真

イ　燃料電池ユニット本体に貼付されている製造番号が確認できる写真

ウ　貯湯ユニット本体に貼付されている製造番号が確認できる写真

⑷　補助対象経費の内訳が明記されている工事請負契約書又は売買契約書の写し
⑸　対象システムの規格等がわかる書類（メーカーカタログのコピー等）
⑹　その他町長が必要と認める書類
（交付決定及び額の確定）

第２０条　規則第６条に規定する交付決定の通知及び規則第１１条に規定する額の確定の通知は、補助金交付決定及び額の確定通知書（様式第１０）により申請者に通知するものとする。

第３節　定置用リチウムイオン蓄電システム

（準用）

第２１条　定置用リチウムイオン蓄電システム（以下「蓄電システム」という。）の補助金の予約に関する手続については、第９条から第１１条までの規定を準用する。この場合において、「太陽光システム」とあるのは「蓄電システム」と読み替えるものとする。

２　蓄電システムの補助金の請求及び交付に関する手続については、第１４条の規定を準用する。この場合において、「前条」とあるのは「第２４条」と読み替えるものとする。

３　蓄電システムの補助対象者については、第１６条の規定を準用する。この場合において、「燃料電池システム」とあるのは「蓄電システム」と読み替えるものとする。

４　蓄電システムの補助対象経費については、第１７条の規定を準用する。この場合において、「燃料電池システム」とあるのは「蓄電システム」と読み替えるものとする。

（補助金の額等）

第２２条　蓄電システムの補助金の額は、補助対象経費とし、５万円を上限とする。
２　蓄電システムの補助金の交付は、補助対象者１世帯につき１基を限度とする。

（交付申請及び実績報告）

第２３条　規則第３条に規定する補助金の交付申請及び規則第１０条に規定する補助事業の実績報告は同時に行うことができるものとし、対象システムの設置完了日から２月を経過した日又は補助対象年度の３月１５日のいずれか早い日までに、補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１１）に次に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。ただし、補助金の交付予約者については第４号及び第５号に掲げる書類の提出を省略することができる。

⑴　補助対象経費に係る領収書の写し。ただし、分割払いにより対象システムを購入した場合は、分割払いに係る契約書の写し
⑵　対象システムの保証書の写し
⑶　次のア及びイに掲げるカラー写真
ア　対象システム本体の写真

イ　本体に貼付されている製造番号が確認できる写真

⑷　経費の内訳が明記されている工事請負契約書又は売買契約書の写し
⑸　対象システムの規格等がわかる書類（メーカーカタログのコピー等）
⑹　その他町長が必要と認める書類
（交付決定及び額の確定）

第２４条　規則第６条に規定する交付決定の通知及び規則第１１条に規定する額の確定の通知は、補助金交付決定及び額の確定通知書（様式第１２）により申請者に通知するものとする。

第４節　家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）

（準用）

第２５条　家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）の補助金の予約に関する手続については、第９条から第１１条までの規定を準用する。この場合において、「太陽光システム」とあるのは「家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）」と読み替えるものとする。

２　家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）の補助金の請求及び交付に関する手続については、第１４条の規定を準用する。この場合において、「前条」とあるのは「第２８条」と読み替えるものとする。

３　家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）の補助対象者については、第１６条の規定を準用する。この場合において、「燃料電池システム」とあるのは「家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）」と読み替えるものとする。

４　家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）の補助対象経費については、第１７条の規定を準用する。この場合において、「燃料電池システム」とあるのは「家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）」と読み替えるものとする。

（補助金の額等）

第２６条　家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）の補助金の額は、補助対象経費とし、１万円を上限とする。
２　家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）の補助金の交付は、補助対象者１世帯につき１基を限度とする。
（交付申請及び実績報告）

第２７条　規則第３条に規定する補助金の交付申請及び規則第１０条に規定する補助事業の実績報告は同時に行うことができるものとし、対象システムの設置完了日から２月を経過した日又は補助対象年度の３月１５日のいずれか早い日までに、補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１３）に次に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。ただし、補助金の交付予約者については第４号及び第５号に掲げる書類の提出を省略することができる。
⑴　補助対象経費に係る領収書の写し。ただし、分割払いにより対象システムを購入した場合は、分割払いに係る契約書の写し
⑵　対象システムの保証書の写し
⑶　次のア及びイに掲げるカラー写真
ア　対象システム起動時のモニター端末写真

イ　本体に貼付されている製造番号が確認できる写真

⑷　経費の内訳が明記されている工事請負契約書又は売買契約書の写し
⑸　対象システムの規格等がわかる書類（メーカーカタログのコピー等）
⑹　その他町長が必要と認める書類
（交付決定及び額の確定）

第２８条　規則第６条に規定する交付決定の通知及び規則第１１条に規定する額の確定の通知は、補助金交付決定及び額の確定通知書（様式第１４）により申請者に通知するものとする。

第５節　電気自動車等充給電設備

（準用）

第２９条　電気自動車等充給電設備の補助金の予約に関する手続については、第９条から第１１条までの規定を準用する。この場合において、「太陽光システム」とあるのは「電気自動車等充給電設備」と読み替えるものとする。

２　電気自動車等充給電設備の補助金の請求及び交付に関する手続については、第１４条の規定を準用する。この場合において、「前条」とあるのは「第３２条」と読み替えるものとする。

３　電気自動車等充給電設備の補助対象者については、第１６条の規定を準用する。この場合において、「燃料電池システム」とあるのは「電気自動車等充給電設備」と読み替えるものとする。

４　電気自動車等充給電設備の補助対象経費については、第１７条の規定を準用する。この場合において、「燃料電池システム」とあるのは「電気自動車等充給電設備」と読み替えるものとする。

（補助金の額等）

第３０条　電気自動車等充給電設備の補助金の額は、補助対象経費とし、５万円を上限とする。
２　電気自動車等充給電設備の補助金の交付は、補助対象者１世帯につき１基を限度とする。
（交付申請及び実績報告）

第３１条　規則第３条に規定する補助金の交付申請及び規則第１０条に規定する補助事業の実績報告は同時に行うことができるものとし、対象システムの設置完了日から２月を経過した日又は補助対象年度の３月１５日のいずれか早い日までに、補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１５）に次に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。ただし、補助金の交付予約者については第４号及び第５号に掲げる書類の提出を省略することができる。
⑴　補助対象経費に係る領収書の写し。ただし、分割払いにより対象システムを購入した場合は、分割払いに係る契約書の写し
⑵　対象システムの保証書の写し
⑶　次のア及びイに掲げるカラー写真
ア　対象システム本体の写真

イ　本体に貼付されている製造番号が確認できる写真

⑷　経費の内訳が明記されている工事請負契約書又は売買契約書の写し
⑸　対象システムの規格等がわかる書類（メーカーカタログのコピー等）
⑹　その他町長が必要と認める書類
（交付決定及び額の確定）

第３２条　規則第６条に規定する交付決定の通知及び規則第１１条に規定する額の確定の通知は、補助金交付決定及び額の確定通知書（様式第１６）により申請者に通知するものとする。

第３章　雑則

（交付申請の取下げ）

第３３条　規則第７条に規定する申請の取下げは、交付申請取下げ申出書（様式第１７）により町長に申し出るものとする。

（交付決定の取消し）

第３４条　町長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金の交付を取り消すことができるものとする。

⑴　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

⑵　交付決定の際に付した条件に違反したと認めたとき。

⑶　補助金を交付目的以外の用途に使用したとき。
⑷　前条の規定による交付申請の取下げの申し出があったとき。

（補助金の返還）

第３５条　規則第１４条に規定する補助金の返還は、補助金返還請求書（様式第１８）により請求するものとする。

（処分の制限）

第３６条　補助金の交付を受けた者は、地球温暖化対策設備の法定耐用年数の期間内は、この補助金の交付の目的に反し、処分してはならないものとする。ただし、町長が処分を承認した場合は、この限りでない。
２　前項ただし書きに規定する承認を受けようとする場合は、あらかじめ地球温暖化対策設備処分承認申請書（様式第１９）を町長に提出し承認を受けなければならない。

３　町長は、前項の地球温暖化対策設備処分承認申請書を受理したときは、その内容を審査し、必要に応じて調査を行い、対象システムの処分を承認する場合は、地球温暖化対策設備処分承認・非承認通知書（様式第２０）により、交付申請者に通知するものとする。
４　第１項に規定する法定耐用年数は、それぞれ別表第３に掲げる年数とする。

（委任）

第３７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附　則
１　この要綱は、平成２９年４月１日（以下「施行日」という。）から施行し、この要綱の施行日以後に地球温暖化対策設備の設置が完了したものから適用する。

２　東郷町太陽光発電システム設置費補助金交付要綱（平成２４年東郷町要綱第２７－２号）は、廃止する。
　　　附　則
　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
別表第１（第２条関係）
	区分
	定義

	住宅用太陽光発電システム
	太陽電池を利用して電気を発生させるための設備及びこれに附属する設備であって、設置された住宅において電気が消費され、連系された低圧配電線に余剰の電力が逆流されるもので、システムを構成する太陽電池モジュールの公称最大出力が１０キロワット未満であるもの。

	家庭用燃料電池システム（エネファーム）
	燃料電池ユニット及び貯湯ユニット等から構成され、都市ガス、ＬＰガス等から燃料となる水素を取り出して空気中の酸素と反応させて発電し、発電時の排熱を給湯等に利用できるもの。

	定置用リチウムイオン蓄電システム
	リチウムイオン蓄電池部（リチウムイオンの酸化及び還元で電気的にエネルギーを供給する蓄電池をいう。）及びインバータ等の電力変換装置を備え、再生可能エネルギーにより発電した電力又は夜間電力を繰り返し蓄え、停電時や電力需要ピーク時等に、必要に応じて電気を活用することができるもの。

	家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）
	家庭での電力使用量等を自動で実測し、エネルギーの「見える化」を図るとともに、機器の電力使用量などを調整する制御機能を有するもの。

	電気自動車等充給電設備
	電気自動車又はプラグインハイブリッド自動車（以下「電気自動車等」という。）への充電及び電気自動車等から分電盤を通じた住宅への電力の供給が可能なもの。


別表第２（第７条、第１７条、第２１条、第２５条、第２９条条関係）
	区分
	補助対象経費

	住宅用太陽光発電システム
	太陽電池モジュール、架台、接続箱、直流側開閉器、交流側開閉器、インバータ・保護装置、発生電力量計、余剰電力販売用電力量計、配線・配線器具の購入・据付その他対象システムの設置工事に関する費用

	家庭用燃料電池システム（エネファーム）
	燃料電池ユニット、貯湯ユニット、付属品（リモコン、配管カバー、燃料電池システム試運転に係る費用等）、配線・配線器具の購入・据付、配管・配管器具の購入・据付及びこれらに付随する工事に関する費用

	定置用リチウムイオン蓄電池システム
	リチウムイオン蓄電池と電力変換装置（インバータ、コンバータ、パワーコンディショナ等）で構成されるシステムの設置に関する費用

	家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）
	データ集約機器、通信装置、制御装置、モニター装置、計測機器、配線・配線器具の購入・据付その他対象システムの設置工事に関する費用

	電気自動車等充給電設備
	当該補助対象設備の購入・据付その他対象システムの設置工事に関する費用


別表第３（第３６条関係）
	区分
	法定耐用年数

	住宅用太陽光発電システム
	９年

	家庭用燃料電池システム（エネファーム）
	６年

	定置用リチウムイオン蓄電システム
	６年

	家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）
	５年

	電気自動車等充給電設備
	５年



